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取引の口座数は、約 1,000万口座に達している。2005年 10月から 2006年 3月までの 6カ月間でみ
ると、インターネットを経由した株式現金取引及び信用取引の売買代金（上場型投資信託（ETF）
及び不動産投資信託等を含む。）は、約 180兆 1,769億円（前年比 93.3％増）、国内投資信託の募集の
取扱高は約 3,002億円となった。当該期間中の全会員の株式委託取引の売買代金に占めるインター




































































































は、相談件数が 217万 6,962件と 4倍になっているのに、相談員は 3,342人と微増したに過ぎず、1
人あたりの処理件数は 651件に達し、消費者保護の体制が追いついていない。しかも、都道府県と

































































































というのも、地球上では人類の 40％にあたる 25億人の人々が 1日 2ドル未満の生活を強いられ、
先進国でも経済格差が拡大・固定化し、生活の不安や貧困問題が深刻化している。世界でも、日本
国内でも、マネーが生活を豊かにするために使われているとはいえない。






















































































































































































Tea Time 平均年収 13億円、7兆円の資産家











































































































































































































1)日本証券業協会「インターネット取引に関する調査結果（平成 18年 3月末）について」（平成 18年 5月 18日）、
ネットでの株取引調査のデータは、過去の調査結果も参照。
2)経済産業省・次世代電子商取引推進協議会・㈱NTTデータ経営研究所「平成 16年度電子商取引に関する実態・
市場規模調査」概要～情報経済アウトルック 2005～、2005年 6月 28日。
3)内閣府が 2006年 2月に行った調査によれば、経済に関する知識やものの見方を教える経済教育について、中学・
高校の教員の 6割が、困難を感じている（『日本経済新聞』、2006年 8月 30日）。
4)『日本経済新聞』、2004年 10月 31日。




株式会社）「2005年 個人投資家大アンケート」結果について、2005年 7月 12日。ネット証券評議会ホームページ
（http://www.netsecurities.jp/）
8)『朝日新聞』、2006年 6月 8日。











導入し、内容も再構成して、2005年 12月に第 2版（全 260ページ）として出版された。
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